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 地域の活性化，観光，教育など，人々が協同し作成するデジタルアーカイブの開発は，

今後の研究課題である。とくにこの実現には，中心（コア）になるデジタルアーカイブの

構成，人々の情報入力，構成，データ管理，流通利用等の新しい多くの課題が出てくる。  

 そこで，人々の参加するデジタルアーカイブの開発に必要な共通のデータ様式，運営，

デジタルアーカイブの流通利用，コンテンツの開発支援について検討を行った。  
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１．はじめに  

 

 これまでのデジタルアーカイブは，県，市

町村，学校，企業，図書館，博物館，大学な

どの研究機関で目的を持って作られてきた。 

 デジタルアーカイブは，長期的には，各時

代においての，多くの人達の考えや状況が，

次の世代に伝えられるような方策が考えられ

るべきであるし，情報の公開，流通は，民主

主義の基本的な事項であり，情報の公開が行

政機関や，学校，企業，病院などからの情報

提供と併せて，人々からの情報提供も必要に

応じて収集し，次の世代に伝えるデジタルア

ーカイブの開発が重要である。 

 しかし，デジタルカメラ，ビデオ，音声レ

コーダー，タブレット型端末等を，多くの人

が入手し，利用できる状況になってきた。人々

がタブレット等で情報を受け取り，各種情報

の活用ができる時代になり，デジタルアーカ

イブの情報流通とその利用の多様化が進むと

考えられる。このため，保育，幼児，学童か

ら成人，高齢者へ学習も含めて，各種資料の

活用を考える事も必要性になってきた。（次世

代への活用は考えないデジタルアーカイブ） 

 したがって，今後のデジタルアーカイブの

作成は，これまでのようにデジタルアーカイ

ブを特定の機関が作るのではなく，一定の管

理下の元や共通化した構成の元に，人々が参

加できる方法を用いるべきであると考える。 

 そこで，地域文化のデジタルアーカイブ作

成における人々の参加への課題を考察する。 

 

２．デジタルアーカイブ開発の課題 

 

（１）デジタルアーカイブの中心となる構成 

 人々が収集したデータをデジタルアーカイ

ブとして入力するには，内容，構成も併せて

サンプルが提示できる，中心（コア）になる

デジタアーカイブが必要である。この中心に

なるデジタルアーカイブの構成が重要になる。

(図 1) 

 

図 1 デジタルアーカイブの中心（コア）となる構成 
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デジタルアーカイブを当初の目的であった市

民（人々の）参加方式のデジタルアーカイブ

へと発展させることを検討している。 

 
図 2 市民参加型の地域デジタルアーカイブの開発計画（2016 年 4 月実施予定） 

 

 具体的な体制を図 2 に示した。 

 まず，岐阜県の地域資料選定委員会と岐阜

女子大学内の開発，資料選定，データ提供を

行う機関を中心に組織化を行う。 

 地域資料選定委員会では，県の公共機関，

市町村の機関，企業，観光関連，図書館，博

物館などの公的機関と，市民の活動への参加

を促す。 

 岐阜女子大学の関連では，大学生，院生，

小・中・高等学校，クラブ等との連携，今ま

で岐阜女子大学でデジタルアーカイブ化活動

を行なってきた資料の活用，道の駅などの協

力機関との連携を促進していく。 

 それらの参加組織の収集したデータを，収

集，一時保管し，選定委員会を組織し，デー

タを選定する。選定の結果，数百年先に伝え

るべきと判断されたデータは，長期保管に向

けての処置を行い保管する。すぐに活用でき

る。または，発信すべきと判断されたでータ

は，流通利用ができるよう処置を行い，デー
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タ目録を作成し，カタログを印刷し，デジタ

ルデータだけではなく，印刷物としても利用

者が利用できるよう配慮し，情報発信を行っ

ていく。 

（２）データの様式，権利（プライバシーも

含め）などの整理（チェック） 

 多くの人々が参加するとき，データの様式

の間違い，著作権，プライバシー，誹謗，中

傷など，社会的に問題のあるデータは削除す

る（登録しない）など，問題点を整理して，

デジタルアーカイブにデータ登録することが

必要である。 

①チェック項目 

 多くの人々が共通の認識でデータを登録で

きるようにするためのチェック項目の検討が

必要である。選定評価項目としては，次の項

目があげられる。 

・保管・流通の適否 

・資料保持者の慣習，権利（著作権，個人情

報保護，プライバシー権，所有権等），利益 

・社会的背景（地域の人々等の心情的な背景） 

・文化的内容の適否 

・利用者の状況（教育的な配慮も含む） 

・利用環境（提示利用の状況） 

・保管の安全上の課題（国内外の政治社会的

背景・状況） 

・その他 

 これらの中から，分野別に選定に必要な項

目とその具体的な評価内容の共通化を図る必

要がある。 

②データ様式 

 データの様式をできるだけそろえるための

チェックシートや手引書の作成が必要となる。 

 静止画記録の場合，動画記録の場合，音声

（音楽）記録の場合，文書（資料）の場合な

ど，資料の形状による方法の確立や，最初か

らデジタルデータ作成されている資料，アナ

ログ媒体で作成されている資料等によっての

対応体制を決定していく必要がある。 

 

（３）デジタルアーカイブ登録組織 

 収集・登録データ（デジタルアーカイブ）

は，自然に集まるものではなく，一定の働き

かけが必要である。また，逆に特定の人達に

よる積極的な活動によって，一方向なデジタ

ルアーカイブの構成になっても困る。このた

め，最初にデジタルアーカイブの目的を明確

にして，その方向性を示し，関係団体・組織

等の協力を得る必要がある。その後に広く公

開すべきである。 

①組織 

 公共団体，企業，図書館，博物館，学校な

どの協力グループの組織化が必要である。こ

のため，岐阜女子大学では，市町村団体，学

校，企業等との連携協定を結んでいる。 

 これらの連携を基盤にして，さらに県全体

に拡大していく。学校・教育委員会等とは，

学校教育での利用の協定を結び，図書館・博

物館等とは各施設での利用連携を行う。 

 また，道の駅などの協力機関や企業等との

連携やデジタルアーカイブの利用を推進して

いくために，本学に NPO やベンチャー企業

等の独立した機関を設立し，本格的な活動を

始める。 

②手引き（案内の作成） 

 一般の人々のための案内として，次のよう

な項目が考えられる。 

［1］デジタルアーカイブとは 

［2］デジタルアーカイブの対象(文化的価値) 

［3］知的財産権とは 

［4］個人情報保護とプライバシーへの配慮，

慣習，利益（民法），社会的背景 

［5］デジタルアーカイブの利用 

③データ作成の手引き 

 実際の作業を明確にし，参加を可能にする

ための手引きが必要となる。次のような項目

が考えられる。 

［1］収集資料の調査 

［2］収集計画 

［3］取材の方法 



［4］撮影許可の取り方 

［5］撮影の方法 

［6］データ整理の方法 

［7］登録の方法 

（４）運営 

①デジタルアーカイブの運営機関 

 デジタルアーカイブの運営は資料の収集，

評価，保管と利用など多岐にわたり，その運

営は大学組織では対応できない面がある。 

したがって，大学を中心に NPO またはベ

ンチャー企業を設置し，これらの処理，保管，

流通に対応できるようにするのが望ましい。 

 そこで，岐阜女子大学で開発研究の専門部

署を設置するのと同時に，新しくベンチャー

企業を立ち上げる。NPO 法人 日本アーカイ

ブ協会（既設）とも連携し，それぞれの特色

を活用したデジタルアーカイブ開発研究組織

を構成していく。 

②運営経費 

 大学による基本的な開発研究及び各学部・

学科，大学院，研究所・研究センターでの教

育・研究についての経費は大学が負担するが，

地域，企業，施設等の開発・流通の経費はそ

れぞれで負担し，NPO，ベンチャー企業で処

理をする。これまでの市町村公共団体のデジ

タルアーカイブは補助金がなくなると維持で

きなくなっていく例が多い。そのような事態

を無くすために大学，NPO，ベンチャー企業

の連携で，長期的な維持を可能にする。 

③参加データの登録機関 

 参加機関，個人のデータ登録は，大学が基

本方針を示し，これを基に大学，NPO，ベン

チャー企業が登録のためのデータ登録の手引

書を作る。これをもとに NPO，ベンチャー企

業での登録の業務等を行う。 

（５）デジタルアーカイブ流通利用 

 観光情報，学校教育，自治体の広報，企業

の商品開発など，多様な利用方法があり，こ

れに対応したデジタルアーカイブを構成し，

要望に対応する。とくに企業，研究・教育機

関，市町村等とは協定を結び，必要な形での

データの提供と保管を行う。たとえば，教育

委員会には，単純な地域情報資料の提供だけ

ではなく，先生用に学習指導のための資料に

加工した提供や，生徒用に学力向上のための

教材的な資料に加工して提供を行う。必要に

応じて教育産業にも提供し，学校等への配布

を支援する。 

（６）コンテンツ開発支援 

 個人，企業，市町村等で機材・技術等で開

発が困難なときは，大学，NPO，ベンチャー

企業が中心となり，機材や人材を整備して支

援していく。たとえば，ドローン飛行撮影等

は，有資格者が専門的立場で対応する必要が

あるので，支援が必要になってくるであろう。 

これらの支援については，有料での支援とな

る場合もある。 

 

３．おわりに 

 

 デジタルアーカイブの開発研究は，研究が

始まってから約 20 年で一つの方向性が見え

てきた。しかし，まだ長期保管（数百年，千

年）のデータ保管の方法など根本的な問題で

すら，今後の研究を俟つしかない状況でもあ

る。一方，デジタルアーカイブ化は進みだし，

多くの事例が存在するとともに，各種のトラ

ブルも発生しており，開発するだけではなく，

問題解決に向けても対応すべき時期になって

きた。更なる発展のためには，大学，地域，

公共団体，様々な企業等，研究・開発機関の

連携や，組織の設立が望まれる段階に入って

いると考える。 
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